
Ⅰ 都市機能誘導区域・誘導施設                        Ⅱ 居住誘導区域、防災指針 
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誘導施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誘導施設の選定 
（都市機能誘導区域 概略の設定箇

所が自動的に選定） 

暮らしのかなめのうち、 

誘導区域設定箇所の選定 

区域範囲の設定基準の検討 

都市機能誘導区域 境界の検討 

誘導施策の検討 

設定候補施設の整理 
（公共関与が必要な施設の抽出） 

拠点に集約する施設の選定 
施設分類（階層分け）の基準の検討 
①分類の考え方、分類項目の検討 

②基準の検討 

誘導施設の決定 

都市機能誘導区域の決定 

居住誘導区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区域設定の考え方の検討 

①全市的な居住の方向性 

②特定箇所の方向性 

③展望する将来設定 

設定基準の検討 

居住誘導区域 境界の検討 

誘導施策の検討 

災害ハザードの分析、課題箇所の抽

出（誘導区域除外候補の抽出） 

課題箇所の対応方針（対策の可能

性、区域除外の有無）の検討 

対策となる具体的な取組、 

スケジュールの検討 

 

居住誘導区域（暫定）の決定 

居住誘導区域・防災指針の決定 

第１回 

論点１：施設をどのように階層

分けし、どれを設定するか？ 

論点２：施設毎の利用対象者・

頻度・圏域とは？ 

論点３：将来的な行動様式の変

化をどこまで見据えるか？   

第１回 

論点４：都市機能・公共交通な

ど何を考慮して区域設定する

か？ 

第２回 

論点１：まちの“もよう”の４つの

暮らしごとの区域とは？ 

第１回 

論点４：都市機能・公共交通な

ど何を考慮して区域設定する

か？ 

第２回 

論点２：広域都市拠点でのにぎわ

いと調和する住宅のあり方とは？ 

論点３：住宅団地の最適なボリュ

ーム・配置とは？ 

論点４：２０４０年を展望した場

合の居住誘導区域とは？ 

第３回 

論点３：都市機能誘導区域内の

移動手段として何を想定する

か？ 

論点４：ウォーカブルな空間形

成につながる都市機能誘導区

域・誘導施設とは？ 

第４回 

論点１：特に災害リスクの高い課

題箇所とは？ 

第４回 

論点２：誘導区域から除外すべき

高リスクで対策困難な箇所とは？ 

論点３：特に高リスクの課題箇所

のハード・ソフト対策とは？ 

論点４：外水・内水を考慮したハー

ド・ソフト対策とは？ 

第４回 

論点２：誘導区域から除外すべき

特にリスクが高く対策困難な箇所

とは？ 

論点３：特にリスクが高い課題箇

所のハード・ソフト対策とは？ 

論点４：外水・内水を考慮したハー

ド・ソフト対策とは？ 

まちづくりの方針（前提となる考え方） まちづくりの方針（前提となる考え方） 

第３回 

論点２：地域の特徴を活かした多

様な暮らし方ができる安全・安心

な居住地形成につながる居住誘導

区域とは？ 

第３回 

論点１：都市機能の多機能化・

高度化につながる都市機能誘

導区域・誘導施設とは？ 

 

都計審中間報告 

第１～３回の論点を整理し、都市

計画審議会へ中間報告する。 

答申案のまとめ 

第５回 

第１～４回までの議論結果を整理

し、答申案として立案。また、今後

の目標・指標のイメージを資料と
して提示する。 

1
2025年3月6日

第5回特別委員会
資料３

第５回論点
都市機能誘導区域・誘導施設、居住誘導区域、防災指針の検討は、以下のフローで進めていきます。また、各検討段階における特別委員会の論点は以下のとおりです。

第５回論点



１．目標・指標の概要 2

（３）他都市の設定事例

【八王子市】

八王子市は、人口密度のみの設定ですが、居住誘導区域外を含めたエリア毎に設定している点が特

徴です。また、緩やかな居住誘導の実効性を様々な着眼点で計測し、社会としての持続可能性を評価

する「モニタリング指標」を別途設定しています。

【松戸市】

松戸市は、目標指標と合わせて効果指標を設定し、目標指標の達成により期待される効果を確認す

ることとしています。

（１）国が示す留意点等 ～立地適正化計画の手引き（令和6年4月、国土交通省）から～

（２）町田市が目指す方向性 ～町田市立地適正化計画 策定の方向性から～

目標・指標は、立地適正化計画の手引きで、以下に留意することが示されています。

⚫ 立地適正化計画は、概ね５年ごとに施策の実施の状況についての調査、分析及び評価を行うよう努める必

要がある。そのため、立地適正化計画の必要性・妥当性を住民等の関係者に客観的かつ定量的に提示する

とともに、PDCAサイクルが適切に機能する計画とするため、目標を定量化することが重要。

⚫ この際、例えば、「居住誘導区域内の人口密度の維持」を目標として設定する場合、目標達成により期待

される効果も併せて明らかにすることが重要。

⚫ 目標達成により期待される効果とは、立地適正化計画作成の目的そのものであり、これをしっかりと定量

化することで実効性ある計画となる。

⚫ 定量的な目標値は、コンパクトシティの施策効果を分かりやすく示す観点から、居住誘導区域や都市機能

からの徒歩圏内の人口密度、公共交通の利用、行政コスト等に関する指標を設定することが有効。 

⚫ 国の補助制度であるコンパクトシティ形成支援事業を活用して立地適正化計画の作成・見直しを行う場合

は、目標値の設定について条件が設定されているので、確認が必要。

（定量的な目標値等の設定例）

【設定の方向性】

⚫ 計画の効果測定するための定量的な目標値及びこれを測る指標を設定します。

⚫ 町田市が目指すコンパクト・プラス・ネットワークの達成状況が測れる目標・指標とするため、「拠点形

成」「居住地形成」「交通ネットワーク」の３要素ごとに３つの目標・指標を設定するなど、連動性のあ

る設定を検討します。

⚫ まちだ未来づくりビジョン２０４０等の上位関連計画で設定されている既存の目標及び指標と整合が図ら

れるように設定します。

⚫ 適切なタイミングで計画内容の見直しが行われていくように、計画の運用において留意する事項や、計画

の見直しに関する考え方等を整理します。

⚫ 計画見直しの必要性の判断材料となるように、市が目指す目的に合致する目標・指標を設定します。

⚫ 概ね５年ごとに誘導施策の評価・精査を行い、都市づくりのマスタープランの方針編が計画期間満了とな

る２０３１年度を目途に計画を見直すこととします。

（目標値のイメージ）

目標指標 効果指標

居住誘
導

松戸駅周辺の歩行者数

【現況値】79,338 人(平成28年)
【中間値】94,000人(平成39年)
【将来値】109,000人(平成49年) 

過去5年間との比較による松戸駅周辺の地価公示
価格の増減率

【現況値】+7.1％(平成24年-平成29年の増減率) 
【中間値、将来値】東葛地域の主要拠点駅周辺の
ポイント平均値 と比較して、増減率が優位である
ことを確認

都市機
能誘導

都市機能誘導区域内での誘導施設数の充足率

【現況値】48.2％(平成29年)
【中間値】74.1％(平成39年)
【将来値】100％(平成49年) 

ファミリー層の年間転入出数

【現況値】43 人(平成28年)
【中間値】860人(平成39年)
【将来値】960人(平成49年) 

公共交
通

公共交通路線のカバー率

【現況値】91.6％(平成29年)
【中間値】92.0％(平成39年)
【将来値】93.1％(平成49年) 

公共交通に対する高齢者の市民満足度

【現況値】58.0％(平成29年)
【中間値】63.6％(平成39年)
【将来値】69.1％(平成49年) 「拠点形成」の目標値 拠点の滞留人口や回遊性などを基に設定

「居住地形成」の目標値 居住誘導区域内の人口密度や、居住性などを基に設定

「交通ネットワーク」の目標値 公共交通の利用者割合や移動しやすさなどを基に設定



（３）他都市の設定事例

１．目標・指標の概要 3

【藤沢市】

藤沢市は、居住・都市機能・防災指針の３つ毎に設定しており、公共交通については、居住に関す

る指標に包含されています。なお、松戸市・柏市で設定されている効果指標は設定されていません。

【川越市】

川越市は、防災の指標を防災指針の章の中で「進捗管理指標」として位置付けています。

【柏市】

柏市は、施策毎に設定することとしており、柱となる施策関連の目標指標が設定されています。そ

のため、具体性のある指標が含まれている点が特徴です。また、松戸市と同様に効果指標を設定して

います。

目標指標 効果指標

居住誘
導

人口密度の適正化
⇒郊外低層住宅地での人口密度の減少傾
向の 抑制を確認

【現況値】83.8人/ha(平成22年)
【将来値】60.0人/ha以上(令和10年) 

空き家・空き地数の抑制
⇒土地利用の外部不経済の抑制

【現況値】約50件(平成29年) 
【将来値】240件以下(令和10年) 

公的空地の拡大
⇒スプロールによる住宅地での、カシニ
ワ制度、生産緑地や 道路用地等の公的空
地活用の拡大状況を確認

【現況値】0.1 ha(平成28年) 
【将来値】0.5 ha以上(令和10年) 

居住者の満足度の上昇
⇒住環境の向上により、柏市市民意識調査での「住ま
いの 地域の満足度」にて「住みやすい」と回答した
割合の上昇

【現況値】72.5％(平成26年) 
【将来値】75.0％以上(令和10年) 

都市機
能誘導

在宅医療・介護サービス拠点施設の立地
数の増加
⇒地域包括ケアシステムに係る施設と高
齢者向け住宅の拠点内立地状況を確認

【現況値】２箇所(平成29年) 
【将来値】６箇所(令和10年) 

元気な高齢者の増加
⇒施設が設置された場合のサービス提供による 要介
護認定者数の抑制として当該人数を確認

【現況値】16,075人(平成29年) 
【将来値】31,000人以下(令和10年) 

高齢者の歩行量(外出機会) の増加
⇒アンケート調査に基づく高齢者（65歳以上）の1日 
当り歩行時間を確認

【現況値】1時間16分 （歩数7,600歩）(平成29年) 
【将来値】8,000歩以上(令和10年) 

公共交
通

基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー
率の増加
⇒鉄道駅もしくは運行本数が多いバス路
線のバス停の徒歩圏の居住者数の割合を
確認

【現況値】66.2％(平成29年) 
【将来値】69.8％以上(令和10年) 

自動車交通からの転換によるＣＯ２削減
⇒自動車の走行台キロのＣＯ２排出量の削減

【将来値】3,711 t-CO2/年 の削減量(令和10年) 

防災 自主防災組織の結成割合
⇒町会・自治会・区等（297団体）の内、
自主防災 組織を結成している割合を確認

【現況値】82.0％ (平成30年)
【将来値】85.0％ (令和7年) 

避難体制の確立
⇒土砂災害危険箇所（６２箇所）の内、
住民等の避難 体制を整えた区域を確認

【現況値】20箇所 (平成30年)
【将来値】62箇所 (令和４年) 

公共下水道（雨水）の整備
⇒雨水幹線の整備延長を確認

【現況値】56,685ｍ (平成30年)
【将来値】57,885ｍ (令和４年) 

目標指標

居住誘導 市街化区域内の人口集中 地区（DID）の面積（人口密度の一定の確保） 

【当初 】4,492ha （2010年 （H22）） 
【見直し時】4,492ha （2015年 （H27）） 
【将来値 】現状維持（2036年 （R18）） 

最寄り駅まで１５分圏域 の人口割合の増加

【当初 】72％（2014年 （H26）） 
【見直し時】80.9% （2020年 （R2）） 
【将来値 】82％（2036年 （R18））

都市機能誘導 誘導施設の施設数※ (誘導施設の維持・誘導）

【見直し時】55施設 
【将来値 】60施設（2036年 （R18））

防災 防災指針（ホームページ）の閲覧数 （災害リスクの周知）

【将来値】7,000 以上（毎年度）

地区防災マップの作成（更新） （地域防災力の向上）

【将来値】３地区（毎年度）

目標指標

居住誘導 居住誘導区域における人口密度

【当初 】93.4人/ha （2014年 （H26）） 
【見直し時】95.1人/ha （2023年 （R5）） 
【将来値 】80.0人/ha （2040年 （R22）） 

都市機能誘導 都市機能誘導区域における都市機能誘導施設立地数

【見直し時】種類により増減あり 
【将来値 】平成29（2017）年度の値以上

公共交通 基幹的公共交通の徒歩圏人口カバー率

【当初 】51.2%（2015年 （H27）） 
【見直し時】54.7%（2023年 （R5）） 
【将来値 】51.8%（2026年 （R8）） 

目標達成の効果

市域全体の地価
公示価格

市域全体の地価公示価格平均値の前 年度比変動率（埼玉県の地価公示価格平均値の前年
度比変動率との比較）

【当初 】1.1%（2018年 （H30）） 
【見直し時】2.2%（2023年 （R5）） 
【期待される効果】埼玉県平均を上回る上昇率 （または下回る下落率）  

日常生活におけ
る買い物の利便
性

市民意識調査における 「日用品・食料品等の買い物の便利さ」 に対する満足度 

【当初 】0.83（2015年 （H27）） 
【見直し時】0.97（2023年 （R5）） 
【期待される効果】2015（H27）年度の 水準の維持

自然災害からの
安全性

市民意識調査における「自然災害（浸 水、地震、台風）からの安全性」に対す る満足度

【当初 】0.17（2021年 （R3））  
【期待される効果】令和3（2021）年度の水準の維持



 

② 町田市の目標・指標 設定の考え方 

目標・指標は、町田市立地適正化計画における「居住」「都市機能」及び「交通」の分野毎に

設定します。また、立地適正化計画の手引きを踏まえ、「防災」「財政」に関する目標・指標に

ついても設定します。 

 

 

 

③ 各分野の目標・指標 

町田市立地適正化計画における各項目の目標指標は、以下のとおりとします。 

 

居住 

目標指標 基準 目標 備考 

1-1 市街化区域内の人口集

中地区（DID）の面積 

47.73㎢ 

(2020年度) 

現状維持 40人/ha以上の区域面積 

町田市統計書のデータ（5年更

新）による 

■設定の考え方 

・市街化区域の人口集中地区（DID）の面積を指標とし、現状維持を目指します。 

・町田市の市街化区域内は、2040年まで一定の人口密度が維持される見込みであることから、当

指標に基づき、市街化区域（おおむね居住誘導区域）の居住動向を確認します。 

・人口集中地区（DID）とは、市町村の区域内で人口密度の高い基本単位区（原則として1㎢当た

り約4,000人以上）が互いに隣接して、その人口が5,000人以上となる区域をいう） 

 

都市機能 

目標指標 基準 目標 備考 

2-1 町田駅周辺の中心市街

地に1時間以上滞在す

る人の割合 

81.4％ 

(2023年度) 

現状値以上 毎年行う市民アンケートの集計結

果による 

■設定の考え方 

・都市機能誘導区域である「町田駅周辺」に訪れた来訪者の滞在時間（1時間以上層の割合）を指

標とし、現状値以上の数値を目標値とします。 

・町田市の広域都市拠点である町田駅周辺における来訪者の滞在時間をみることで、地域に求め

る都市機能の充足（町田駅にいけばコトが足りる）や、魅力（時間消費型の商業、エンタメ施

設など）の１つの指標とします。 

 

 

  



 

 

交通 

目標指標 基準 目標 備考 

3-1 公共交通を利用しやす

いと感じている市民の

割合 

64.7％ 

(2023年度) 

現状値以上 毎年行う市民アンケートの集計

結果による 

■設定の考え方 

・公共交通を利用しやすいと感じている市民の割合を指標とし、現状値以上の数値を目標値とし

ます。 

・町田市地域公共交通計画（今後策定予定）において検討する、基本方針「日常的な移動を多様

な担い手・手段で支え、移動しやすい持続可能な交通環境をつくること」を実現するための目

標と整合した設定をします。 

 

防災 

目標指標 基準 目標 備考 

4-1 土砂災害特別警戒区域

内の建物棟数 

1,526棟 現状値以下 基準は2021年5月時点 

土地利用現況調査（５年おき）

によるGIS算定 

4-2 土砂災害特別警戒区域

の指定状況 

1,749か所 現状値以下 基準は2022年3月時点 

4-3 災害など非常時に対して

備えている市民の割合 

87.7％ 100％ 

（2031年度） 

未来づくりビジョン2040掲載

（防災安全部資料） 

■設定の考え方 

・災害ハザードエリアのうち、土砂災害特別警戒区域内の建物棟数を指標とし、現状値以下を目

指します。また、災害ハザードエリアのうち、土砂災害特別警戒区域の指定箇所数を指標とし、

現状値以下を目指します。 

・災害など非常時に対して備えている市民の割合を指標とし、100％を目指します。 

・土砂災害特別警戒区域から居住誘導区域への移転については届出が不要となるため、[4-1]建物

棟数の動向をみることで、安全・安心なまちづくりの進捗状況を確認します。 

・また、建物棟数の増減が、[4-2]土砂災害特別警戒区域の対策工事等（ハード対策）によるもの

か、[4-3]ハザード情報の周知や事前都市復興の取組など市民の意識向上（ソフト対策）による

かどうかの判断材料の１つとします。 

 

財政 

目標指標 現状値 目標 備考 

5-1 居住誘導区域内におけ

る地価公示価格（平

均） 

162,400円/㎡ 

(2025年1月) 

現状維持 立適で求める指標に沿ったデー

タについて確認 

■設定の考え方 

・市街化区域内において、人口密度が一定水準以上で維持される見込みですが、それを支えるイ

ンフラ整備等による住環境を整え、土地の価値として維持していくことを目標とします。 

・居住誘導区域内の用途区分が住宅地に該当する公示地価の平均値を算出します。 
  


